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政
府
は
、
次
の
事
項
に
つ
い
て
、
十
分
配
慮
す
べ
き
で
あ
る
。

一

特
別
会
計
に
つ
い
て
は
、
こ
れ
ま
で
不
要
不
急
の
事
業
の
実
施
、
多
額
の
積
立
金
・
不
用
額
・
剰
余
金
の
発
生
、
予
算
と

執
行
と
の
乖
離
等
の
問
題
が
指
摘
さ
れ
て
き
た
こ
と
を
踏
ま
え
、
今
後
と
も
徹
底
し
た
歳
出
の
削
減
に
努
め
る
と
と
も
に
、

特
別
会
計
の
存
続
の
必
要
性
に
つ
い
て
、
行
政
改
革
推
進
法
の
趣
旨
に
基
づ
き
、
不
断
の
見
直
し
を
行
う
こ
と
。

一

特
別
会
計
の
事
務
事
業
の
見
直
し
に
当
た
っ
て
は
、
各
特
別
会
計
の
設
置
目
的
と
事
業
と
の
関
連
性
、
財
源
と
事
業
と
の

整
合
性
等
を
不
断
に
検
証
す
る
と
と
も
に
、
そ
の
関
連
性
や
整
合
性
が
失
わ
れ
て
い
る
事
業
に
つ
い
て
は
、
廃
止
・
縮
減
を

進
め
る
こ
と
。
そ
の
際
、
事
務
事
業
の
性
質
に
応
じ
た
仕
分
け
を
行
い
合
理
化
・
効
率
化
を
図
る
と
と
も
に
、
市
場
化
テ
ス

ト
の
積
極
的
な
活
用
を
行
う
こ
と
。

一

特
別
会
計
の
情
報
開
示
に
つ
い
て
は
、
財
政
全
体
と
し
て
の
総
覧
性
を
確
保
し
、
国
民
的
視
点
に
立
っ
て
ガ
バ
ナ
ン
ス
を

強
化
す
る
観
点
か
ら
、
一
般
会
計
、
特
別
会
計
を
通
じ
た
国
全
体
の
財
政
状
況
、
特
別
会
計
の
仕
組
み
や
資
金
の
流
れ
等
に

つ
い
て
、
分
か
り
や
す
い
資
料
を
作
成
す
る
な
ど
、
国
民
に
対
す
る
十
分
な
説
明
責
任
を
果
た
す
こ
と
。
ま
た
、
財
務
情
報

、

。

を
開
示
す
る
た
め
の
書
類
に
つ
い
て
は

翌
々
年
度
予
算
の
審
議
に
活
用
で
き
る
よ
う
国
会
へ
の
早
期
提
出
に
努
め
る
こ
と

右
決
議
す
る
。


